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Genetron（ヘネトロン：商品名） 
冷媒フロンガス、発砲剤、噴霧剤 
 
未来を見つめて 
 
株式会社 Quimobásicos 
Cydsaグループの一角をなす当社は、自然環境に対する責任を認識しております。環境の保護と
いう重要な課題に取り組み、環境に優しい製品の開発・商品化を行っています。 
 
 





 
現代の変革の時代において、あなたのビジネスが環境を損なわないフロン新製品への移行を成功

裏に行うためには、それを手助けすることができる専門の供給業者が不可欠です。 
 
株式会社 Quimobásicos では、世界中にいる当社のすべてのクライアントにとって、そのような
完全なサービスを提供する供給業者でありたいと常に努力を重ねております。当社では、ほとん

どすべてのエアコン、冷蔵庫、発泡剤、高圧クリーナー、殺菌ガス、エアゾール、その他特殊な

用途にも使用可能な幅広い製品ラインナップを揃えております。 
 
当社のクライアントに対するサービスには、クロロフルオロカーボン（CFC）に代替する製品へ
のスムーズな移行を保証することによって、クライアントの現在及び将来のニーズに応えること

も含まれております。その一つとして、当社の消費者の皆様には、技術的な支援や製品の用途に

関する支援を行っております。また、専門的な定期刊行物や製品パンフレット、政府の規制につ

いての最新情報、研修用視聴覚教材など、幅広い種類の補完的な情報の提供も行っております。 
 

詳しい情報は以下をクリックして下さい。 
 冷媒ガス 
 発砲剤 
 噴霧剤 
 安全性カード（MSDS：製品安全データシート） 

 





 
冷蔵庫・エアコン業界は、化学品である冷媒ガスに絶対的に依存しています。 
 
冷媒ガスの使用は、冷蔵庫、エアコン、断熱材、フッ素加工したプラスチックやポリスチレン製

のじゅうたん下敷き、お盆などの製造、エアゾール、医薬品、電子部品の洗浄剤など、様々な工

業プロセスにおいて不可欠なものとなっています。 
 
株式会社 Quimobásicosは、1961年ヌエボ・レオン州のモンテレイ市に創設されました。その後、
Cydsaグループ重役達の長期的ビジョンにより、Genetronの商品名で冷媒フロンガス 11、12、22
をメキシコで生産するため、AlliedSignal社と業務提携しました。 
 
現在、株式会社 Quimobásicos は、オゾン層に優しい、クロロフルオロカーボン（CFC）代替冷
媒ガスを非常に幅広いラインナップで揃えております。また、メキシコ全土に渡り、150以上の
店舗からなる代理店ネットワークを構築しています。 
 





 
変革の時 
 
オゾン学 
 
1974 年 2 人の著名な科学者、ローランド博士とモリナ博士が、地球を太陽から放射される紫外
線から保護しているオゾン層が、地球から放出されるガスによって破壊されているという学説を

発表しました。 
 
他の科学機関の研究者達や、被害が最も深刻な地域へ派遣された研究調査隊によって、その学説

が確認されたのは、1980 年代のことでした。これらの発見から沸き起こった現象は、オゾン学
または大気学と呼ばれるようになりました。 
 
オゾンを破壊している物質の一つ、クロロフルオロカーボン（CFC）は、その大きな安定性によ
って大気の最も上空まで達し、地球の表面から 10キロメートル以上上空にある成層圏のオゾン
を破壊します。これによって、より大量の紫外線が大気に侵入し、一部の生物に被害をもたらし

ています。 
 
 
モントリオール議定書 
 
1987年 9月 16日、カナダのモントリオールでモントリオール議定書と名付けられた文書の署名
が行われました。この議定書の目的は、オゾン層を破壊する物質の生産と消費を規制することで

す。議定書は各国の代表によって署名されましたが、締約国は現在までに 100カ国以上にのぼっ
ています。 
 
モントリオール議定書の枠組みにおいて、年間一人当たり 300グラム以下のクロロフルオロカー
ボン（CFC）消費国に対しては、規制の適用期限より 10 年間の猶予を与えるという特別待遇の
規定があります。年間一人当たり 300 グラムの基準を上回る国々については、1995 年 12 月 31
日までにクロロフルオロカーボン（CFC）の使用を全廃しなければなりません。この規制対象物
質は以下の通りです。 
 

グループ I 
付属書 A 

グループ I 
付属書 B グループ I 

CFC-11 CFC-111 
CFC-12 CFC-112 
CFC-113 CFC-211 
CFC-114 CFC-212 
CFC-115 CFC-213 
 CFC-214 

分子に塩素とフッ素を含

む炭素 3つまでのハイドロ
クロロフルオロカーボン

（HCFC） 

 





 
また、グループ II に属する規制物質には、四塩化炭素、メチルクロロホルム、臭化メチル、ハ
ロン類（消化剤として使用される物質）が含まれます。先進国においては、2010 年に新製品に
おけるハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）の使用が廃止され、2020年には全廃されます。 
 
 
メキシコ政府によるクロロフルオロカーボン（CFC）廃止プログラム 
 
メキシコ政府は社会開発省（現、環境天然資源漁業省）を介して、モントリオール議定書の遵守

を約束しました。メキシコ政府のプログラムには、クロロフルオロカーボン（CFC）の製造・輸
入の制限が含まれています。しかしながら、一般大衆によるクロロフルオロカーボン（CFC）の
使用に対する制限は含まれていません。 
 
したがって、株式会社 Quimobásicos は、例えば中南米諸国など、現在の規制が許容する市場に
供給するため、メキシコ国内で CFC-11及び CFC-12などの規制対象物質を 2000年以降も製造し
続けることが可能な訳です。また、代理店、冷蔵技術者も、法的にこれらの物質が使用可能な間

は、取り扱うことができます。 
 
メキシコは現在、年間一人当たり約 110グラムのクロロフルオロカーボン（CFC）消費国なので、
モントリオール議定書においては途上国と見なされます。したがって、わが国はモントリオール

議定書による規制手段が公式なものとなる日付から 10年間の猶予期間を有することができる訳
です。 
 
しかしながら、途上国のリーダーとしての役割を引き受け、メキシコはクロロフルオロカーボン

（CFC）及びその他規制物質を 2000 年までに廃止するという決断を下しました。これを達成す
べく、社会開発省は、規制物質の製造と輸入を制限するため、規制物質の製造業者と協定を締結

しました。 
 

物質 規制手段 
付属書 A-グループ I 
CFC-11 
CFC-12 
CFC-113 
CFC-114 
CFC-115 
 

1993年：1989年（基準年）の水準に消費
を凍結する 
1994年：全消費の 20％削減 
1995年：全消費の 40％削減 

付属書 B-グループ I 
CFC-111 
CFC-112 

1996年：全消費の 60％削減 
1997年：全消費の 80％削減 
1998年：全消費の 85％削減 

 





 
物質 規制手段 

CFC-211 
CFC-212 
CFC-213 
CFC-214 
 
付属書 B-グループ II 
四塩化炭素 

1999年：全消費の 90％削減 
 
 
 
2000年：全消費の 90％削減 

付属書 A-グループ II 
HALON 1211 
HALON 1301 
HALON 2401 

1992年（基準年）の水準に凍結する 
1995年：全消費の 50％削減 
2000年：全消費の 90％削減 

付属書 B-グループ III 
メチルクロロホルム 

1989年（基準年）の水準に凍結する 
1994年：全消費の 30％削減 
1999年：全消費の 70％削減 
2000年：全消費の 90％削減 

 
 

ラテンアメリカ第 5条 
基準値：1995年から 1997年の平均消費量 
1999年 7月 1日：消費を基準値に凍結する 
2005年：50％削減、または、2007年：85％削減 
2010年：100％削減 

 
 

 残りの 10％は、クロロフルオロカーボン（CFC）が噴霧剤として使用されており、まだそ
の代替物がない医薬品など特殊な用途に使用される予定です。 

 
クロロフルオロカーボン（CFC）は完全なハロン化合物か塩素とフッ素の飽和化合物です。クロ
ロフルオロカーボン（CFC）が含有する塩素量は、最も上空にあるオゾンを破壊する力を持って
います。 
 
最もよく知られているクロロフルオロカーボン（CFC）は、CFC-11、CFC-12 及び CFC-502 で、
一般的に R-11、R-12及び R-502と呼ばれています。これらの物質は遅くとも 2000年には廃止さ
れる予定です。 
 
R-22などのハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）は、クロロフルオロカーボン（CFC）ほ
ど塩素を含んでいません。塩素の代わりに水素を含んでおり、頭文字が Hなのはそのためです。
ハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）は塩素量が少ないため、オゾン破壊力は R-12 に比
べかなり低くなっています。メキシコでは、ハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）の廃止
期限はまだ定められていませんが、2030年以降になると思われます。 
 







 
ハイドロフルオロカーボン（HFC）は新しい世代の冷媒です。ハイドロフルオロカーボン（HFC）
は、クロロフルオロカーボン（CFC）に比べ大気中で分解する時間が比較的短い上、塩素を含ん
でおらず、成層圏のオゾンを破壊しません。 
 
 F F-- 
 | |-- 
 Cl-------C-------Cl Cl-------C---------Cl 
 | |-- 
 F Cl-- 
 ジクロロフルオロメタン トリクロロフルオロメタン 
 CFC-12 CFC-11 
 

F-------------------H 
|-------------------| 

F------------C-------------------C------------F 
|-------------------| 

F-------------------H 
テトラフルオロメタン 

HFC-134a 
 
クロロフルオロカーボン（CFC）の代替物の開発に当たり考慮されるもう一つの重要な点は、各
物質が有する地球温暖化効果です。 
 
地球温暖化効果とは地球の平均気温を上昇させる効果のことで、温室効果とも呼ばれていますが、

地球が紫外線を反射する時、気体が吸収する紫外線によって引き起こされます。これは紫外線が

大気へ放出されるのを妨げます。 
 
冷媒ガスは温室効果を増大させる物質です。その他、二酸化炭素や二酸化窒素、一般的に車両の

不完全燃焼によって発生するガスも温室効果を増大させます。 
 

冷媒の環境係数 
冷媒 ODP GWP 

CFC-11 1.000 1.00 
CFC-12 1.000 3.00 
CFC-113 0.800 1.40 
CFC-114 1.000 3.90 
CFC-115 0.600 7.50 
R-500 0.740 2.28 
R-502 0.310 5.00 
HCFC-22 0.055 0.36 
HCFC-123 0.020 0.02 
HCFC-124 0.022 0.10 
HFC-143a 0 0.76 
HFC-125 0 0.84 
HFC-134a 0 0.25 
HFC-32 0 0.13 
HFC-152a '0 '0.03 

 
ODP：オゾン破壊係数 
GWP：地球温暖化係数 
 
ここで再び強調しますが、株式会社 Quimobásicos は、メキシコ政府が課している法律・規制を



遵守すると共に、モントリオール議定書の規制手段も遵守することを決意しております。そして、

社会全体に対し、こうした変革を認識し、クロロフルオロカーボン（CFC）を環境に放出するこ
となく、犯罪になる違法なクロロフルオロカーボン（CFC）の販売あるいは消費を行うことなく、
冷蔵庫・エアコン製造業界において積極的に働きかけていくよう呼びかけます。 
 
 





 
コンサルティングサービス 
 
市場が要求する適切な技術的支援を保証するため、当社ではメキシコにおける冷蔵庫・エアコン

部門の最高の専門家からなる技術サービス部を設置しております。 
 
当社では以下のサービスをクライアント・代理店に提供しております。 
 
* 冷媒ガス Genetronに関する問題を解決するためのコンサルティングサービス 
* 暫定的あるいは最終的な冷媒への転換に関するコンサルティングサービス 
* 冷媒 Genetronの用途に関する最新の実習・研修 
* 無料の長距離電話による電話相談（800） 
* 最新のパンフレット、技術情報の提供 
* 誰でも受講できる技術実習の開催 

 
当社では以下の技術資料を取り揃えています。 

 基本的な冷却装置に関する完全講座 
 代替冷媒の一覧表 
 Genetron 134-aの取り扱いマニュアル 
 コンテナ、シリンダーの取り扱い、保管、荷下しに関するマニュアル 
 クロロフルオロカーボン（CFC）回収プログラム 
 Genetronの気圧・温度一覧表 
 機材を Genetron 134-aへ適合させるためのマニュアル 
 機材を混合ガスMPへ適合させるためのマニュアル 
 機材を Genetron 409-aへ適合させるためのマニュアル 
 機材を Genetron 507へ適合させるためのマニュアル 
 機材を Genetron 404-aへ適合させるためのマニュアル 

 
 





 添付 2 収益性・設備投資回収の計画表
CO2クレジット価格： 2US$/T・CO2 単位：百万円

  事業年度 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
a. 建設費 609

I b. 建設費低減率及び補助率 0
c. 実質建設費 609
a. 収入 0 297 297 297 297 297 297 297 297 297 297
①GHG削減収入 0 297 297 297 297 297 297 297 297 297 297
② 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
③ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
④ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

b. 支出 0 114 114 114 114 114 114 114 114 114 114
①薬品 0 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24
②修繕費 0 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18
③人件費 0 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

Ⅱ ④減価償却費 0 61 61 61 61 61 61 61 61 61 61
⑤用役（電気＋水） 0 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
⑥支払金利 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
⑦租税公課 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
⑧一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

c. 税引前利益 0 183 183 183 183 183 183 183 183 183 183
d. 法人税等 0 64 64 64 64 64 64 64 64 64 64
e. 税引後利益 0 119 119 119 119 119 119 119 119 119 119
f. 減価償却費 0 61 61 61 61 61 61 61 61 61 61
g. 毎年のキャッシュフロー 0 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

Ⅲ a. キャッシュフローの累計額 0 180 360 540 720 900 1080 1260 1440 1620 1800  
b. 回収率（％） 0% 30% 59% 89% 118% 148% 177% 207% 237% 266% 296%

Ⅳ a. 借入金返済額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
b. 借入金返済残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
c. 自己資本金 609 IRR =

V a. 内部収益率（IRR) (609) 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 26.82%
 



添付 2 収益性・設備投資回収計算の前提条件
CO2クレジット価格： 2US$/T・CO2

  　　　　項目 前提条件 摘要
a. 建設費 608.8 百万円
-  高周波分解設備及びS/V 208.8 百万円 S/V：現地工事ｽﾊﾟｰﾊﾞｲｼﾞﾝｸﾞ

I -　同上装置現地据付 200.0 百万円
-　廃水処理設備（据付工事含） 200.0 百万円

　 b. 建設費低減率・補助率
-　補助率 0 %

c. 実質建設費 上記のa-bより算出
a. 収入 ①－④の合計
①GHG削減収入 単価 212 ￥/t-CO2処理量 120 t/y

   GWP 11700  

b. 支出 ①－⑧の合計
①薬品 年間 24.0 百万円/年 凝集剤・中和剤等
②修繕費 年間 18.3 百万円/年 建設費の３％相当額
③人件費 単価 2.9 百万円/人・年 3 人

Ⅱ ④減価償却費 年数 10 年 簿価 0 %
⑤用役（電気+水） 年間 2.3 百万円/年
⑥支払金利 金利 4 % 返済 10 年
⑦租税公課 税率 0 %
⑧一般管理費（人件費に対し）比率 0 %

c. 税引前利益 上記のa-bより算出
d. 法人税等 税率 35 % cX35.0%より算出
e. 税引後利益 上記のc-dより算出
f. 減価償却費 ｂの④と同じ値を設定
g. 毎年のキャッシュフロー 上記のe+fより算出

Ⅲ a. キャッシュフローの累計額 上記ｇの累計
b. 回収率（％） 100％以上となった年が設備投資回収が可能となる Ⅲa/Ⅰcより算出

Ⅳ a. 借入金 比率 0 %
b. 自己資本金 比率 100 %



添付 3.1 収益性・設備投資回収の計画表
CO2クレジット価格）： 1.5US$/T・CO2 単位：百万円

  事業年度 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
a. 建設費 609

I b. 建設費低減率及び補助率 0
c. 実質建設費 609
a. 収入 0 223 223 223 223 223 223 223 223 223 223
①GHG削減収入 0 223 223 223 223 223 223 223 223 223 223
② 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
③ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
④ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

b. 支出 0 114 114 114 114 114 114 114 114 114 114
①薬品 0 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24
②修繕費 0 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18
③人件費 0 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

Ⅱ ④減価償却費 0 61 61 61 61 61 61 61 61 61 61
⑤用役（電気＋水） 0 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
⑥支払金利 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
⑦租税公課 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
⑧一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

c. 税引前利益 0 109 109 109 109 109 109 109 109 109 109
d. 法人税等 0 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38
e. 税引後利益 0 71 71 71 71 71 71 71 71 71 71
f. 減価償却費 0 61 61 61 61 61 61 61 61 61 61
g. 毎年のキャッシュフロー 0 132 132 132 132 132 132 132 132 132 132

Ⅲ a. キャッシュフローの累計額 0 132 263 395 527 658 790 922 1053 1185 1317  
b. 回収率（％） 0% 22% 43% 65% 87% 108% 130% 151% 173% 195% 216%

Ⅳ a. 借入金返済額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
b. 借入金返済残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
c. 自己資本金 609 IRR =

V a. 内部収益率（IRR) (609) 132 132 132 132 132 132 132 132 132 132 17.20%
 



添付 3.1 収益性・設備投資回収計算の前提条件
CO2クレジット価格）： 1.5US$/T・CO2

  　　　　項目 前提条件 摘要
a. 建設費 608.8 百万円
-  高周波分解設備及びS/V 208.8 百万円 S/V：現地工事ｽﾊﾟｰﾊﾞｲｼﾞﾝｸﾞ

I -　同上装置現地据付 200.0 百万円
-　廃水処理設備（据付工事含） 200.0 百万円

　 b. 建設費低減率・補助率
-　補助率 0 %

c. 実質建設費 上記のa-bより算出
a. 収入 ①－④の合計
①GHG削減収入 単価 159 ￥/t-CO2処理量 120 t/y

   GWP 11700  

　
b. 支出 ①－⑧の合計
①薬品 年間 24.0 百万円/年 凝集剤・中和剤等
②修繕費 年間 18.3 百万円/年 建設費の３％相当額
③人件費 単価 2.9 百万円/人・年 3 人

Ⅱ ④減価償却費 年数 10 年 簿価 0 %
⑤用役（電気+水） 年間 2.3 百万円/年
⑥支払金利 金利 4 % 返済 10 年
⑦租税公課 税率 0 %
⑧一般管理費（人件費に対し）比率 0 %

c. 税引前利益 上記のa-bより算出
d. 法人税等 税率 35 % cX35.0%より算出
e. 税引後利益 上記のc-dより算出
f. 減価償却費 ｂの④と同じ値を設定
g. 毎年のキャッシュフロー 上記のe+fより算出

Ⅲ a. キャッシュフローの累計額 上記ｇの累計
b. 回収率（％） 100％以上となった年が設備投資回収が可能となる Ⅲa/Ⅰcより算出

Ⅳ a. 借入金 比率 0 %
b. 自己資本金 比率 100 %




